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Ⅰ 資産の部

　1 流動資産

常陽銀行守谷支店 運転資金として　　現金預金 － － －  52,103,056
  

茨城県国民健康保険団体連 介護報酬等　　事業未収金 － － －  5,665,778
 合会  

全国社会福祉団体職員退職 退職手当積立金等　　未収金 － － －  860,160
 手当積立基金  

　　立替金 － － －  0
  

　　仮払金 － － －  0
  

 58,628,994流動資産合計

　2 固定資産

　(1) 基本財産

常陽銀行守谷支店他 基本財産　　定期預金 －  0  0  1,000,000
  

 1,000,000基本財産合計

　(2) その他の固定資産

ＬＡＮ構築 コンピューターネットワー　　建物 －  0  0  1
 ク 

スズキアルト他5台 活動車として利用している　　車輌運搬具 －  0  0  1,062,924
  

保管庫他 地域福祉事業に使用してい　　器具及び備品 －  0  0  3
 る 

小口融資資金貸付金 第2種福祉事業による貸付金　　長期貸付金 －  0  0  312,000
  

全国社会福祉団体職員退職 職員退職金として　　退職手当積立基金預け －  0  0  42,244,410
 金 手当積立金  

常陽銀行守谷支店 別途運営管理規定により管　　福祉基金積立資産 －  0  0  51,438,379
 理保全している 

常陽銀行守谷支店 別途運営管理規定により管　　善意銀行積立資産 －  0  0  23,274,020
 理保全している 

自動車リサイクル促進セン 車両リサイクル料　　その他の固定資産 －  0  0  12,180
 ター  

小口貸付徴収不能分として　　徴収不能引当金 －  0  0  △190,000
  

 118,153,917その他の固定資産合計

 119,153,917固定資産合計

 177,782,911資産合計

Ⅱ 負債の部

　1 流動負債

常陽銀行守谷支店　　事業未払金 － － －  6,115,181
  

常陽銀行守谷支店　　その他の未払金 － － －  860,160
  

　　預り金 － － －  0
  

常陽銀行守谷支店　　職員預り金 － － －  119,182
  

常陽銀行守谷支店　　前受金 － － －  266,500
  

　　仮受金 － － －  0
  

　　賞与引当金 － － －  4,821,858
  

 12,182,881流動負債合計

　2 固定負債

全国社会福祉団体職員退職　　退職給付引当金 － － －  54,813,060
 手当積立金  

 54,813,060固定負債合計

 66,995,941負債合計

 110,786,970差引純資産
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(記載上の留意事項)

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔に記載する。

なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・｢貸借対照表価額｣欄は、｢取得価額｣欄と｢減価償却累計額｣欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ｢取得年度｣欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。

また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。
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